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聴覚特別支援学校の教員による小・中学校の通常学級での障害理解授業に関する調査研究 

 

 石川 雅也 
 

Ⅰ 問題 

松本・徳田（1999）は、「障害理解教育とは障

害のある人に関わるすべての事象を内容としてい

る人権思想、特にノーマリゼーションの思想を基

軸に据えた教育であり、障害に関する科学的認識

の形成を目指したものである。」と定義している。 
現在、小学校で実施されている障害理解教育の

内容としては、障害シミュレーション体験と在籍

児童生徒の説明が最も多い。また、障害理解教育

で取り扱われる対象障害種は肢体不自由が最も多

く（楠・今枝・金森，2012）、聴覚障害はあまり

取り上げられていない。 
佐藤（2002）は、小学校において聴覚障害理解

授業を行った経験のある聾学校、通級指導教室及

び難聴学級の担当教師を対象に聴覚障害理解の授

業に関する調査を行った。その結果、授業で取り

扱う内容は聴覚障害児のコミュニケーションに関

することが多く、学級に在籍する聴覚障害児を理

解するためには子ども同士のコミュニケーション

について理解するという回答が多く認められた。

聴覚障害理解教育の研究は佐藤（2002）の調査以

外はあまり見られない。佐藤（2002）の調査は資

料の提供が目的であり、質問項目も限定されてい

ることから、実態や課題を捉える上では不足して

いると考えられ、さらなる調査が必要であると考

える。また、学習する子どもたちの学年や発達段

階を踏まえた障害理解教育が重要である（清水・

玉村,2006）ことから、小学校・中学校の通常学

級の聴覚障害理解の授業の実態と課題、及び校種

による差を比較検討していく必要がある。そして

これらを明らかにすることは今後の聴覚障害理解

教育のあり方について考える上での一助となると

考える。 
Ⅱ 目的 
1 小学校・中学校の通常学級の聴覚障害理解の授

業の実態と課題及び、校種による差を明らかに

する。  
2 聴覚障害児童・生徒が在籍していない学級・

学年への啓発活動の実態について明らかにする。 
Ⅲ 方法 
1 調査対象 
 全国の聴覚特別支援学校(分校を含む 102 校)で
小・中学校の通常の学級で聴覚障害理解の授業

を行ったことのある教員（各校につき 1 名） 
2 調査方法 
 郵送または手渡しによる質問紙調査 
3 調査期間 
 平成 25 年 9 月～10 月 
4 調査項目 
小川・冨永（2000）、佐藤（2002）桐山（2008）
を参考に調査項目を作成。 

1)フェイスシート(6 項目) 
2)小学校で行った聴覚障害理解の授業について

(11 項目) 
3)中学校で行った聴覚障害理解の授業について

(11 項目) 
4)聴覚障害児童・生徒が在籍していない学級・学

年の児童・生徒への啓発活動について(3 項目) 
5)特別支援学校（聴覚）の教員が聴覚障害理解の

授業を行うメリット・デメリットについて 
(2 項目) 

Ⅳ 結果 
1 回収率 
調査対象とした 102 校中、67 校(65.7%)を有効

回答とし、分析の対象とした。 
2 調査結果 
聴覚障害理解の授業を実施している時間につい

ては小学校・中学校ともに「総合的な学習の時間」

が最も多く、小学校では 37 件、中学校では 13 件

であった。この結果は今枝・楠・金森（2013）の

先行研究の結果とも合致した。このことから障害

理解授業では「総合的な学習の時間」が比較的行
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いやすい時間であることが分かった（図 1）。 
授業の内容では「聴覚障害児とのコミュニケー

ションについて」が最も多く、小学校で 177 件、

中学校で 45 件という結果となった。（図 2）。 
また、授業の方法・教材では「補聴器装用体験」

が最も多く、小学校では 101 件、中学校では 31
件という結果となった。小学校と比較をすると、

比較的同じ方法・教材がとられていたが、「手話体

験・学習（指文字・簡単な手話・手話歌、聴覚障

害者の会話など）」と「ビデオ教材の活用」は小学

校よりも中学校の回答数が少ないことが分かった。

この他にも「手話体験」や「聴覚障害児による体

験談」という回答が多かった。このことから、学

校現場では、体験的・経験的な学習が実施しやす

い傾向であることが分かった（図 3）。 
さらに、聴覚障害理解の授業を振り返った時に、

どのような教材の必要性を感じるかについては、

「きこえのシミュレーションビデオ」と「補聴器」

の回答数が 69 件であり、全回答数の半分ほどの

回答数であった。佐藤（2002）の聴覚障害理解の

授業に関する調査で、「教材開発の希望」という質

問において「きこえのシミュレーションビデオ」

の回答数が最も多かったことから、現在も「きこ

えのシミュレーションビデオ」の教材が必要とさ

れているといえる（図 4）。

 
図 1 聴覚障害理解の授業を実施している時間

（小学校・中学校） 

 
図 2 聴覚障害理解の授業の内容 

（小学校・中学校） 

 

図 3 聴覚障害理解の授業の方法・教材 
（小学校・中学校） 
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また、聴覚障害児童・生徒が在籍していない学

級・学年への啓発活動は 46 名（76.7%）の教員が

実施したという結果であった。内容としては「聴

覚障害児とのコミュニケーション方法について」

が最も多く、聴覚障害理解の授業で行っている内

容とほぼ同じであることが分かった（表 1）。 
さらに聴覚障害理解の授業を行うメリット・デ

メリットを回答してもらったところ、「通常学校の

教員より聴覚障害の知識や経験を持っていること」

をメリットとしてあげる教員が 59名であった（図

5）。その一方で、「授業の振り返りや評価ができ

ない」ことをデメリットであげる教員が 33 名 
であった（図 6）。 

 
図 4 教材の必要性（小学校・中学校） 

 
図 5 聴覚特別支援学校の教員が 

聴覚障害理解の授業を行うメリット 

 
図 6 聴覚特別支援学校の教員が 

聴覚障害理解の授業を行うデメリット 
 
 

35 

34 

25 

24 

22 

9 

16 

12 

11 

11 

8 

4 

0 10 20 30 40

きこえのシミュレーション

ビデオ 

補聴器 

コミュニケーションに関す

る教材 

聴覚障害児が経験したトラ

ブル事例 

授業を行う教員に対する手

引き 

その他 

回答数 

小学校 

中学校 

59 

44 

25 

13 

0 10 20 30 40 50 60

通常学校の教員より 
聴覚障害の知識や経験を

持っている事 

特別支援学校（聴覚）に

教材が豊富である事 

担当している児童生徒が

教室にいるため 
事前にその児童生徒と打

ち合わせができる事 

その他 

回答数(n=141) 

33 

30 

28 

24 

0 5 10 15 20 25 30 35

授業の振り返りや評価が

十分にできないこと 

通常学級の担当教員と授

業の打ち合わせが 
十分にできないこと 

回数が限られてしまうこ

と 

その他 

回答数(n=115)  

表 1 聴覚障害児童・生徒が在籍していない 
   学級・学年への啓発活動の有無   （n=60） 

項目     回答数   割合（%）   

啓発活動 有 
 

46 
 

76.7 
 

啓発活動 無   14   23.3   
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Ⅴ 考察 
1 小学校・中学校における聴覚障害理解の授業

の現状と課題 
小学校では、まず聴覚障害理解の授業を実施し

ている時間として、「総合的な学習の時間」が最も

多く、「総合的な学習の時間」は障害理解授業が比

較的行いやすい時間であることが分かった。 
授業の内容については、本研究の結果では「聴

覚障害児とのコミュニケーション方法」と回答し

た教員が最も多く、佐藤（2002）の調査でも同じ

結果が得られたことから、10 年前も現在も聴覚障

害理解の授業で扱う内容としては、聴覚障害児と

のコミュニケーションを選択する教員が多いと言

える。 
中学校では、授業の内容、授業の方法・教材と

もに、項目の並びが小学校の結果とほぼ同じであ

った。実施している内容や授業の方法・教材が小

学校の結果と同じであった理由として、回答者で

ある聴覚特別支援学校の教員が 1 人で小学校と中

学校両方で授業を行っていることから差異が見ら

れないのではないかと考える。 
小学校と中学校の結果を比較すると、聴覚障害

理解の授業の内容、方法・教材について、小・中

学校の間で特に違いは見られなかった。この理由

として、回答者である聴覚特別支援学校の教員が

1 人で小学校と中学校を担当することが多かった

ためと考えられた。 
2 聴覚障害児童・生徒が在籍していない学級・

学年の児童生徒への啓発活動における現状と

課題 
聴覚障害児童・生徒が在籍していない学級・学

年への啓発活動は活発に行われており、啓発活動

の内容については、聴覚障害児・生徒とのコミュ

ニケーション方法が最も多く挙げられており、そ

の点については、同じ学年に在籍する聴覚障害児

童・生徒に対する接し方、関わり方を念頭に置い

ていると考えられる。当該学級だけでの指導に終

わらせず、学年全体で理解していこうという意図

を読み取ることができる。啓発活動を行っている

教員が約 8 割いることから、啓発活動の具体的な

内容についてもさらに調査を進めていく必要があ

る。 
3 聴覚特別支援学校の教員が聴覚障害理解授業

を行うことに関する課題 
今枝ら（2013）の研究では、教員の障害理解教

育に対する意識について調査をしている。その結

果として、①小学校の教員は障害理解教育を低学

年から実施する必要性を感じていること、②小学

校と中学校の教員において、大きな意識の差はな

く、むしろ中学校の教員の方が高い意識であるこ

とがあげられた。今枝ら（2013）の結果から、小・

中学校の教員の障害理解教育に対する意識の高ま

りが見られたが、本研究では小・中学校の教員と

の連携不足や授業に対する不足感などが見られた。  
桐山（2008）は知識伝達や援助技術のように、

児童生徒の学年や担当教員の経験に影響されやす

い観点に対しては、特別支援教育の専門性の高い

教員との連携が必要であると述べており、障害理

解授業を行う上で特別支援学校の教員と小・中学

校の教員との連携は必要不可欠であると考える。 
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